
平成１８年３月期   個別財務諸表の概要     平成１８年４月２７日 
上 場 会 社 名        ＪＦＥシステムズ株式会社                   上場取引所 東 
コ ー ド 番 号         ４８３２                                    本社所在都道府県 東京都 
（ＵＲＬ  http://www.www.jfe-systems.com/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 岩橋 誠 
問合せ先責任者 役職名 総務部長     氏名 宮入 一芳  ＴＥＬ (03)3283－7100 
決算取締役会開催日 平成１８年４月２７日         中間配当制度の有無            有 
配当支払開始予定日 平成１８年６月２４日       定時株主総会開催日 平成１８年６月２３日        
単元株制度採用の有無  無 
 
１． 平成１８年３月期の業績(平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日) 
(1)経営成績                      （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％
18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

29,490  1.6
29,021 △6.9

923  66.6
554 △49.0

903  61.0
561 △46.4

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 
売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

462  171.5 
170 △63.0 

5,890.46
2,169.87

―
―

6.2
2.3

5.9 
3.5 

3.1
1.9

(注) ①期中平均株式数 18 年 3 月期 78,530 株      17 年 3月期 78,530 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

2,800.00
2,800.00

0.00
0.00

2,800.00
2,800.00

219
219

47.5 
129.0 

2.9
3.0

 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

18 年 3 月期 
17 年 3 月期 

14,425
16,085

7,576
7,374

52.5 
45.8 

96.484.12
93,908.87

(注) ①期末発行済株式数   18 年 3 月期 78,530 株 18 年 3 月期 78,530 株 
     ②期末自己株式数     18 年 3 月期 ― 株 17 年 3 月期 ― 株 
 
２．平成１９年３月期の業績予想(平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期 
通   期 

13,900 
30,400 

330
1,430

130
720

0.00 
――― 

――― 
2,800.00 

――― 
2,800.00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   9,168 円 47 銭 

 

(注)上記の業績見通しは現時点で入手された情報に基づくものであり、不確定要素を含んでおります。 
従いまして、これらの業績見通しのみに全面的に依拠して投資判断されることはお控えいただきますようお願
いいたします。 
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料の９ページをご参照ください。 
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１ 財務諸表等 

(1) 財務諸表 

① 貸借対照表 
 

  
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

 １ 現金及び預金  77,003  58,290

 ２ 受取手形  30,896  49,512

 ３ 売掛金 ※２ 6,976,632  5,497,048

 ４ 仕掛品  2,175,195  2,249,087

 ５ 貯蔵品  923,391  745,316

 ６ 前渡金  49,163  29,948

 ７ 前払費用  3,820  3,252

 ８ 繰延税金資産  556,000  956,000

 ９ その他  135,982  90,056

   貸倒引当金  △2,000  △2,000

   流動資産合計  10,926,085 67.9  9,676,512 67.1

Ⅱ 固定資産   

 １ 有形固定資産 ※１  

  (1) 建物  1,398,082  1,333,973

  (2) 機械装置  16  16

  (3) 車両運搬具  46  46

  (4) 器具及び備品  174,230  141,578

  (5) 土地 ※３ 329,763  329,763

   有形固定資産合計  1,902,138 11.8  1,805,377 12.5

 ２ 無形固定資産   

  (1) 商標権  1,078  818

  (2) ソフトウェア  741,371  1,059,244

  (3) ソフトウェア仮勘定  464,801  244,532

  (4) 電気通信施設利用権  1,533  1,274

  (5) 電話加入権  21,376  21,376

   無形固定資産合計  1,230,161 7.7  1,327,245 9.2

 ３ 投資その他の資産   

  (1) 投資有価証券  659,000  657,382

  (2) 関係会社株式  432,000  432,000

  (3) 長期前払費用  459,956  331,394

  (4) 繰延税金資産  274,460  31,000

  (5) 敷金・保証金  120,599  76,099

  (6) 会員権  89,453  79,133

  (7) その他  32,785  43,061

    貸倒引当金  △41,183  △33,243

   投資その他の資産合計  2,027,070 12.6  1,616,828 11.2

   固定資産合計  5,159,370 32.1  4,749,451 32.9

   資産合計  16,085,456 100.0  14,425,964 100.0
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前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

 １ 買掛金 ※２ 1,939,092  1,819,589

 ２ 短期借入金  2,715,000  1,900,000

 ３ 未払金 ※２ 1,144,969  258,661

 ４ 未払費用 ※２ 1,096,632  2,043,985

 ５ 未払法人税等  173,609  378,332

 ６ 未払消費税等  260,904  154,666

 ７ 前受金 ※２ 378,112  202,521

 ８ 預り金  30,756  33,461

 ９ その他  36,383  2,043

   流動負債合計  7,775,461 48.3  6,793,262 47.1

Ⅱ 固定負債   

 １ 退職給付引当金  926,797  47,270

 ２ 土地再評価に係る 
   繰延税金負債 

※３ 8,532  8,532

   固定負債合計  935,330 5.8  55,803 0.4

   負債合計  8,710,792 54.1  6,849,065 47.5

   

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※４ 1,390,957 8.6  1,390,957 9.6

Ⅱ 資本剰余金   

１ 資本準備金  1,959,235  1,959,235

資本剰余金合計  1,959,235 12.2  1,959,235 13.6

Ⅲ 利益剰余金   

１ 利益準備金  67,800  67,800

２ 任意積立金   

別途積立金  3,530,000  3,530,000

３ 当期未処分利益  373,675  616,369

利益剰余金合計  3,971,475 24.7  4,214,169 29.2

Ⅳ 土地再評価差額金 ※３ 12,535 0.1  12,535 0.1

Ⅴ その他有価証券評価差額金  40,460 0.2  ― ―

資本合計  7,374,664 45.8  7,576,898 52.5

   負債資本合計  16,085,456 100.0  14,425,964 100.0
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② 損益計算書 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 ※１ 29,021,792 100.0  29,490,707 100.0

Ⅱ 売上原価  24,881,615 85.7  25,142,450 85.3

   売上総利益  4,140,176 14.3  4,348,256 14.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※2、
3 

3,585,946 12.4  3,424,761 11.6

   営業利益  554,230 1.9  923,495 3.1

Ⅳ 営業外収益   

 １ 受取配当金  33,427 32,255 

 ２ 還付加算金  6,653 ― 

 ３ 債務整理益  ― 4,942 

 ４ 受取手数料  ― 4,735 

 ５ その他  10,813 50,894 0.2 3,167 45,100 0.2

Ⅴ 営業外費用   

 １ 支払利息  14,481 14,390 

 ２ たな卸資産廃却損  15,091 13,599 

 ３ 事業譲渡損  9,114 ― 

 ４ 固定資産除却損  ― 35,563 

 ５ その他  5,292 43,979 0.2 1,350 64,903 0.2

   経常利益  561,145 1.9  903,692 3.1

Ⅵ 特別利益   

 １ 退職給付制度終了益 ※４ ― 540,022 

 ２ 投資有価証券売却益  ― 116,241 

 ３ 貸倒引当金戻入益  5,180 5,180 0.0 ― 656,264 2.2

Ⅶ 特別損失   

 １ たな卸資産評価損 ※５ ― 666,758 

 ２ 賠償金  ― 65,000 

 ３ 会員権評価損 ※６ 4,003 1,620 

 ４ 本社移転費用 ※７ 134,553 ― 

 ５ 商号変更費用  45,367 183,925 0.6 ― 733,378 2.5

   税引前当期純利益  382,400 1.3  826,578 2.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 230,000 415,424 

   追徴税額  ― 77,575 

   法人税等調整額  △18,000 212,000 0.7 △129,000 364,000 1.2

   当期純利益  170,400 0.6  462,578 1.6

   前期繰越利益  203,274  153,791

   当期未処分利益  373,675  616,369
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売上原価明細書 

 

  
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

金額(千円) 
構成比 
(％) 

Ⅰ 労務費  8,128,074 31.5 8,096,271 30.6

Ⅱ 外注費  9,274,766 36.0 9,831,280 37.2

Ⅲ 経費 ※２ 8,379,556 32.5 8,524,793 32.2

  当期総製造費用  25,782,397 100.0 26,452,346 100.0

  期首仕掛品たな卸高  1,583,293 2,175,195 

合計  27,365,690 28,627,541 

  期末仕掛品たな卸高  2,175,195 2,249,087 

  他勘定振替高 ※３ 308,879 1,236,003 

  売上原価  24,881,615 25,142,450 

   

 

(注) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 １ 実際原価によるプロジェクト別個別原価計算を行

なっております。 

 １          同左 

※２ 主な内訳は次のとおりです。 

減価償却費 441,972千円

リース・レンタル料 2,175,496千円

資材費 1,284,549千円

保守修繕費 1,487,359千円
  

※２ 主な内訳は次のとおりです。 

減価償却費 518,100千円

リース・レンタル料 1,918,449千円

資材費 1,081,425千円

保守修繕費 1,415,518千円
  

※３ 他勘定への振替高は、次のとおりです。 

無形固定資産への振替高 308,879千円
  

※３ 他勘定への振替高は、次のとおりです。 

無形固定資産への振替高 535,333千円

特別損失等への振替高 700,669千円
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③ 利益処分案 

 

  前事業年度 当事業年度 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  373,675  616,369

Ⅱ 利益処分額   

 １ 配当金  219,884 219,884 219,884 219,884

Ⅲ 次期繰越利益 153,791 396,485
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

子会社株式 

 移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 個別法による原価法によっておりま

す。 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産：定率法 

無形固定資産：定額法 

長期前払費用：均等償却 

 ただし、無形固定資産のソフトウェ

アのうち自社利用分については社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定

額法によっております。また、市場販

売目的のソフトウェアについては販売

可能な見込み有効期間(３年内)に基づ

く定額法によっております。 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(５年)による定額法により費用処理

しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(５年)による定額法により翌期

から費用処理しております。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

社においては当期末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しておりま

す。 

（追加情報） 

当社の退職給付制度は、適格退職年

金制度と退職一時金制度を採用してお

りましたが、平成17年10月31日に同制

度を全面終了し、平成17年11月１日か

ら確定拠出年金制度及び退職一時金制

度へ移行しました。本移行に伴い損益

計算書に特別利益として退職給付制度

終了益を540,022千円計上しておりま

す。 
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項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

同左 

 

会計処理の変更 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる財務諸表に与える影響はありません。 

――――― 

 

表示方法の変更 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（損益計算書関係）  

 前事業年度において、区分掲記しておりました営業外

収益の「受取手数料」は、営業外収益の総額の100分の

10を下回ったため、当事業年度は営業外収益の「その

他」に含めて表示しております。なお、当事業年度の

「受取手数料」は4,803千円であります。 

 営業外費用の「事業譲渡損」は、営業外費用の100分

の10を超えたため、当事業年度は区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の「事業譲渡損」は6,634千円で

あり営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 前事業年度において、区分掲記しておりました営業外

費用の「固定資産除却損」は、営業外費用の総額の100

分の10を下回ったため、当事業年度は営業外費用の「そ

の他」に含めて表示しております。なお、当事業年度の

「固定資産除却損」は1,277千円であります。 

（損益計算書関係） 

 営業外収益の「債務整理益」は、営業外収益の100分

の10を超えたため、当事業年度は区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の「債務整理益」は1,304千円で

あり営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 営業外収益の「受取手数料」は、営業外収益の100分

の10を超えたため、当事業年度は区分掲記しておりま

す。なお、前事業年度の「受取手数料」は4,803千円で

あり営業外収益の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

営業外費用の「固定資産除却損」は、営業外費用の

100分の10を超えたため、当事業年度は区分掲記してお

ります。なお、前事業年度の「固定資産除却損」は

1,277千円であり営業外費用の「その他」に含めて表示

しております。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
前事業年度 

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,412,481千円

であります。 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は1,541,747千円

であります。 
  

※２ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 2,213,528千円

買掛金 358,424千円

未払金 356,373千円

前受金 377,818千円
  

 
※２ 関係会社に係る注記 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

売掛金 1,641,700千円

買掛金 483,510千円

未払金 78,686千円

未払費用 281,868千円

前受金 124,125千円
  

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき、事業用土地について再評価

を行っております。 

再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部

「土地再評価に係る繰延税金負債」に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。 

・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に基

づいております。 

・再評価を行った年月日    平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額      68,082千円

※３ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき、事業用土地について再評価

を行っております。 

再評価差額のうち税効果相当額を固定負債の部

「土地再評価に係る繰延税金負債」に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として資本

の部に計上しております。 

・再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に基

づいております。 

・再評価を行った年月日    平成14年３月31日

・再評価を行った土地の当期末における時価と再評

価後の帳簿価額との差額      72,175千円

※４ 会社が発行する株式の総数 普通株式 338,050株

   発行済株式総数 普通株式  78,530株
  

※４ 会社が発行する株式の総数 普通株式 338,050株

   発行済株式総数 普通株式  78,530株
  

 ５ 配当制限 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は40,460千

円であります。 

   また、土地再評価差額金12,535千円は、土地の再

評価に関する法律第７条の２第１項の規定により、

配当に充当することが制限されております。 
 

 ５ 配当制限 

   土地再評価差額金12,535千円は、土地の再評価に

関する法律第７条の２第１項の規定により、配当に

充当することが制限されております。 
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(損益計算書関係) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 関係会社との取引高は次のとおりであります。 

売上高 14,114,912千円

  

※１ 関係会社との取引高は次のとおりであります。 

売上高 12,026,813千円

  

※２ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次の

とおりであります。 

従業員給料手当 995,875千円

従業員賞与 479,145千円

退職給付費用 91,068千円

法定福利費 185,348千円

福利厚生費 151,604千円

減価償却費 20,520千円

研究開発費 197,248千円

 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は

51.3％であります。 

 

※２ 販売費及び一般管理費の主な費目及び金額は次の

とおりであります。 

従業員給料手当 1,122,375千円

従業員賞与 477,737千円

退職給付費用 27,307千円

法定福利費 218,293千円

福利厚生費 128,865千円

減価償却費 21,781千円

研究開発費 217,532千円

 販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は

52.5％であります。 

 

※３ 研究開発費の総額は、197,248千円であり全額一

般管理費に含めて表示しております。 

 

※３ 研究開発費の総額は、217,532千円であり全額一

般管理費に含めて表示しております。 

 

 ※４ 当社が従来設けていた確定給付型制度である適格

退職年金制度及び退職一時金制度を平成17年10月

31日に全面終了し、平成17年11月１日から確定拠

出年金制度及び退職一時金制度へ移行しており、

その影響額であります。 

 ※５ 大型開発案件に関して開発段階における手戻り等

の問題によって、開発見積りから大幅に乖離する

仕損原価の発生がありました。そのため当該案件

の開発費用のうち、お客様からの注文金額を超過

した金額を計上しております。 

※６ 会員権評価損には貸倒引当金繰入額4,003千円が

含まれております。 

 

※７ 本社移転費用の内訳は次のとおりであります。 

建物除却損       36,223千円

器具及び備品除却損 3,991千円

退去時精算金 49,000千円

その他        45,338千円

合計        134,553千円
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(リース取引関係) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 
 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 
  

 
器具及び備品
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相当額 2,323,750 47,063 2,370,813

減価償却 
累計額相当額 

1,501,301 41,433 1,542,734

期末残高相当額 822,448 5,630 828,078

  

  

 
器具及び備品
(千円) 

その他 
(千円) 

合計 
(千円) 

取得価額相当額 2,031,475 27,909 2,059,384

減価償却 
累計額相当額 

1,238,307 24,968 1,263,276

期末残高相当額 793,167 2,940 796,108

  
  
②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 355,522千円

１年超 494,265千円

合計 849,787千円

  

  
②未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 348,475千円

１年超 467,873千円

合計 816,348千円

  
  
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 491,801千円

減価償却費相当額 453,971千円

支払利息相当額 34,559千円

  

  
③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 435,171千円

減価償却費相当額 403,041千円

支払利息相当額 30,662千円

  

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

 ・利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

 ・減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 

 ・利息相当額の算定方法 

同左 

 

― 44 ― 



(有価証券関係) 

 前事業年度(平成17年３月31日現在) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

 当事業年度(平成18年３月31日現在) 

１ 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(税効果会計関係) 

 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 
１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は以下のと

おりであります。 

(繰延税金資産) 

貸倒引当金損金算入限度超過額 810千円

未払賞与 311,662千円

未払事業税否認額 26,830千円

未払社会保険料否認額 39,285千円

たな卸資産評価減 150,695千円

少額償却資産損金算入限度超過額 22,579千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 352,606千円

会員権評価損否認額 65,983千円

その他 6,533千円

 繰延税金資産小計 976,983千円

評価性引当額 △65,983千円

 繰延税金資産合計 911,000千円

(繰延税金負債) 

前払年金費用 53,000千円

その他有価証券評価差額金 27,540千円

 繰延税金負債合計 80,540千円

繰延税金資産の純額 830,460千円

  

 
１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は以下のと

おりであります。 

(繰延税金資産) 

貸倒引当金損金算入限度超過額 810千円

未払賞与 356,033千円

未払事業税否認額 36,150千円

未払社会保険料否認額 46,170千円

たな卸資産評価減 490,924千円

少額償却資産損金算入限度超過額 21,643千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 19,145千円

会員権評価損否認額 63,424千円

その他 16,125千円

 繰延税金資産小計 1,053,639千円

評価性引当額 △63,424千円

 繰延税金資産合計 987,000千円

繰延税金資産の純額 987,000千円

 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目は以下のとおりで

あります。 

法定実効税率 40.5％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 6.1％

住民税均等割 4.5％

会員権に係る繰延税金資産の取崩し 17.3％

税額控除 △10.7％

その他 △2.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 55.4％
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目は以下のとおりで

あります。 

法定実効税率 40.5％

(調整) 

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.1％

住民税均等割 2.0％

追徴税額 9.4％

前期未払法人税等過不足 △5.0％

税額控除 △5.0％

その他 △1.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 93,908円87銭 96,484円12銭

１株当たり当期純利益 2,169円87銭 5,890円46銭

  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

１株当たり当期純利益の 

算定上の基礎 

当期純利益 

170,400千円

普通株主に帰属しない金額 

―

普通株式に係る当期純利益 

170,400千円

普通株式の期中平均株式数 

78,530株

当期純利益 

462,578千円

普通株主に帰属しない金額 

―

普通株式に係る当期純利益 

462,578千円

普通株式の期中平均株式数 

78,530株
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２．役員の異動 

 役員の異動につきましては、現時点では未定です。確定次第発表いたします。 
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